
畜産環境情報 第60号 平成27年（2015年）10月

1 

畜産環境を巡る現状と課題 

農林水産省 生産局 畜産部 

畜産企画課 

調査官 

井戸 將悟 

１．法律制定以前の畜産環境問題 

 法律の制定に当たって、国は都道府県

とも連携して、家畜ふん尿（当時の一般

的な呼称、法律制定後、「家畜排せつ物」

に用語を統一。）の利用実態の調査を行

った。その結果、全国の畜産業からの排

出量の約一割が「野積み」や「素掘り」

状態にあった（図１）。 

図１ 家畜排せつ物法制定時の状況 

このような不法投棄に似た不適切な行

為が、悪臭・害虫の発生や地下水への硝

酸態窒素汚染の要因とされ（図２、３，

４）、社会問題化していた。悪質なもの

では、河川への意図的な放流等により司

法当局に検挙されるものも時折みられた

（図５）。 

図２ 家畜排せつ物と環境問題の関わり 

図３ 家畜排せつ物の発生量 



畜産環境情報 第60号 平成27年（2015年）10月

2 

図４ 家畜排せつ物の汚濁負荷量 

図５ 畜産経営に伴う苦情発生状況 

２．法律の制定から５年間の猶予期間

にかけて 

 家畜排せつ物の管理の適正化及び利用

の促進に関する法律（平成11年法律第112

号。以下「法」という。）は（図６）、 

図６ 家畜排せつ物法の制定 

畜産業者自らが排せつ物の適正な管理を

行うことと併せて、施設整備等に対する

長期かつ低利の資金融通が法律に明記さ

れ（図７）、平成11年7月に制定された。

さらに、平成16年11月までの5年間、法に

基づく管理基準（図８）の適用猶予期間

が置かれた。 

図７ 法の基本的枠組み 

図８ 管理基準 

 この間、施設整備に対する大型補助事

業や個人への補助付きリース事業により、

高度な堆肥化施設、個人向けの堆肥舎・

機械の整備が集中的に行われた（図９）。 
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図９ 施設・機械の整備 

 毎年12月1日の時点でとりまとめられ

ている、法の施行状況調査を平成26年で

見ると、これまで畜産環境保全に関する

施策を行政や農協関係者、事業者が一体

となって推進してきた結果、ほぼ全ての

適用対象農家において管理基準が遵守さ

れている状況となっている（図１０）。 

図10 法施行状況（平成26年12月1日時点） 

３．国が定める基本方針での家畜排せ

つ物の利用の促進に関する基本的

な方向 

家畜排せつ物が、肥料三要素、微量要

素、有機物等を多く含むという資源性の

確認を行いつつ良質な堆肥として利用を

図ることが原則となる（図１１）。 

図11 基本方針（平成27年3月公表）の構成 

①畜産農家サイドにあっては、自給飼

料生産に際して、生産した適正な量

の堆肥を自らの草地等に施用するこ

とが重要である。 

②また、飼養規模の拡大により堆肥の

生産が増加した場合や、飼料用米等

の利用拡大により地域内での耕種農

家との連携が強まった場合には、堆

肥の地域内利用での利用拡大を図る

ことが求められる。なお、地域内で

の堆肥の有効利用に当たっては、地

方自治体、生産者団体その他の関係

者が、畜産クラスターの仕組み等も

活用しつつ、主導的な役割を果たす

ことが求められる。 

③さらに、畜産農家等の高齢化に伴い、

堆肥生産、散布作業等が負担となり、

堆肥利用の促進に支障が生じる場合

は、地域の堆肥センター、コントラ

クター、ヘルパー組織等の外部支援

組織を活用することも地域の活性化

につながる。 
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④一方で、堆肥の生産量が需要量を超

えている地域もあり（図１２）、こ

の場合、堆肥を必要とする地域に対

して堆肥に関する情報を積極的に開

示・提供するほか、利用者側のニー

ズを的確に把握することが重要にな

る。 

近年の水田農業政策の見直しの中

での飼料用米の大増産等を機会とし

て、耕畜連携の推進機運が更に高ま

っていることから、より広域の情報

について調整し得る地方自治体、生

産者団体、堆肥センタ－等が収集し

た情報に基づき、良質堆肥の一層の

利用促進が肝要である。 

図12 各都道府県別耕地面積当たりの家畜排せつ物発生量（窒素ベース） 

４．法第７条に規定する「処理高

度化施設」 

法制定時の概念として、 

①堆肥化処理を効率的に行うため

の送風装置、撹拌装置等を備え

た堆肥舎、強制乾燥施設 

②堆肥の取り扱い性を向上させる

ための成形加工装置、袋詰め装

置 

③堆肥の成分分析を行うための成

分分析装置 

④堆肥散布のためのマニュアスプ

レッダー等の装置と整理されて

いた。 

 管理基準の適用猶予期間の5年間に

は、補助付きリース事業だけで1,000

億円を超える事業が実施され、その結

果、施設・機械メーカーにおける技術
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革新も著しく進歩し、更に精緻な施設

・機械も考案された。 

５．再生可能エネルギー固定価格

買取制度 

 一方、近年では、再生可能エネルギ

ー電気の固定価格買取制度（以下「固

定価格買取制度」という。）が平成2

4年度から開始され（図１３、１４）、

条件が整っている地域にあっては、メ

タン発酵や鶏ふん等の燃焼によるバ

イオマス発電（図１５）が進展してい

る。 

図13 再生可能エネルギー固定価格買取制度 

図14 買取価格と期間 図15 畜産バイオ発電 
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図16 メタン発酵による高度利用 

図17 炭化・焼却による高度利用 

家畜排せつ物のエネルギー利用に当た

っては、地域によって、接続地点付近の

電力系統の容量不足等の課題が残るもの

の、平成26年度における固定価格買取制

度の運用の見直しにより、家畜排せつ物

を利用する発電設備は、原則として出力

制御の対象とせずに、電力系統に接続で

きることとなった。なお、発電等に伴い

発生する熱等のエネルギーの有効利用、

副産物の肥料としての活用等については、

地域振興にもつながること等から、その

推進に当たっては、地方自治体、生産者

団体等が積極的に関与することが望まし

い（図１６、１７）。 

６．畜産環境対策の推進 

 畜産臭気（図１８）や畜舎排水（図１

９）に係る環境規制の強化、混住化の進

展等による周辺住民の苦情の深刻化に対

応すべく環境対策を講じることは極めて

重要である。 

図18 悪臭防止対策 

図19 水質汚濁防止対策 

 周辺住民との関係においては、処理施

設の整備状況、整備に係る負担、臭気や

排水に対する硝酸性窒素等の低減効果に

加えて、畜産業の意義等を理解してもら

うことが重要である。そのために、地方

自治体等の第三者が参加する形で周辺住
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民と話し合うなど、良好なコミュニケー

ションを図ることが有益である。 

（１）臭気対策 

 今後の施設整備に当たっては、臭気対

策としては、物質濃度規制に替えて複合

臭等に対応が可能な官能検査による臭気

指数規制を導入する地方自治体が増加し

ていることを踏まえて（図２０）、臭気

が発生する堆肥舎、畜舎等の場所ごとに、

効果的な臭気低減対策や脱臭装置（密閉

型畜舎であればバイオフィルター、光触

媒脱臭装置等）（図２１、２２、２３）

の整備が可能か検討を加える。 

図20 悪臭防止法の体系 

図21 脱臭技術の例（光触媒脱臭装置） 

図22 脱臭装置の例（土壌脱臭装置） 

図23 脱臭装置の例 

（おが屑（もみ殻）脱臭装置） 

（２）汚水対策 

 また、汚水対策としては、活性汚泥浄

化処理、膜処理等を行う汚水処理施設の

整備及びその適切な管理を検討する。 

図24 排水規制の体系 
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図25 畜産業の規制対象 

図26 畜産業の排水基準 

図27 硝酸性窒素等の排水基準 

現在、畜産事業場から排出される汚水

（図２４、２５、２６）には硝酸性窒素

等に係る暫定排水基準（700 mg/L）が適
用されているものの、将来的には一般排

水基準（100 mg/L）（図２７）が適用さ

れる可能性も念頭に置いて対応する。 

 なお、特に地方自治体の判断により基

準が設定される臭気規制をはじめとして、

強化される環境規制について、地方自治

体の畜産主務課は、環境部局と連携し、

適正な家畜の飼養管理や施設管理が図ら

れるよう指導等を行うことが重要である。 

 新たな「家畜排せつ物の利用の促進を

図るための基本方針」については、畜産

環境情報 第58号（2015/6）において、農

林水産省 生産局 畜産部 畜産企画課 中

島一憲係長が触れていますが、本稿は、

平成27年9月に開催された農水省主催中

央畜産技術研修の資料に基づいて、初心

者向けに畜産環境を巡る情勢に若干のコ

メントを加えたものです。 


